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名古屋大学
○ 大学の概要

⑤ 学生数及び教職員数
(1) 現況 学部学生数：9,700名（うち留学生162名）

① 大学名 大学院生数：6,154名（うち留学生1,000名）
国立大学法人名古屋大学 教 員 数：1,966名

職 員 数：1,988名
② 所在地

本 部 ：愛知県名古屋市 (2) 大学の基本的な目標等
東山キャンパス：愛知県名古屋市 名古屋大学は、基礎学術に立脚した基幹的総合大学としての役割と、その歴史的・
鶴舞キャンパス：愛知県名古屋市 社会的使命を確認し、その学術活動の基本理念として「名古屋大学学術憲章」を平
大幸キャンパス：愛知県名古屋市 成12年に定めた。この憲章を、大学の基本的な目標として以下に掲載する。
豊川キャンパス：愛知県豊川市

名古屋大学は、自由闊達な学風の下、人間と社会と自然に関する研究と教育を通
③ 役員の状況 じて、人々の幸福に貢献することを、その使命とする。とりわけ、人間性と科学の

学長名：濵口道成（平成21年４月１日～平成27年３月31日） 調和的発展を目指し、人᠀学部 (2) 名古屋大学は、自発性を重視する教育実践によって、論理的思考力と想像力
○研究科： に富んだ勇気ある知識人を育てる。

文学研究科、教育発達科学研究科、法学研究科、経済学研究科、 【社会的貢献の基本目標】
理学研究科、医学系研究科、工学研究科、生命農学研究科、 (1) 名古屋大学は、先端的な学術研究と、国内外で指導的役割を果たしうる人材
国際開発研究科、多元数理科学研究科、国際言語文化研究科、 の養成とを通じて、人類の福祉と文化の発展ならびに世界の産業に貢献する。
環境学研究科、情報科学研究科 (2) 名古屋大学は、その立地する地域社会の特性を生かし、多面的な学術研究活

○教養教育院 動を通じて地域の発展に貢献する。
○高等研究院 (3) 名古屋大学は、国際的な学術連携および留学生教育を進め、世界とりわけア
○附置研究所： ジア諸国との交流に貢献する。

環境医学研究所、太陽地球環境研究所※、エコトピア科学研究所 【研究教育体制の基本方針】
○附属図書館 (1) 名古屋大学は、人文と社会と自然の諸現象を俯瞰的立場から研究し、現代の
○医学部附属病院 諸課題に応え、人間性に立脚した新しい価値観や知識体系を創出するための
○附属施設等： 研究体制を整備し、充実させる。

教育学部附属中学校、教育学部附属高等学校 (2) 名古屋大学は、世界の知的伝統の中で培われた知的資産を正しく継承し発展
○学内共同教育研究施設等： させる教育体制を整備し、高度で革新的な教育活動を推進する。

アイソトープ総合センタठ ƣ롯育協力研究センター、年代測定総合研究センター、博物館、 【大学運営の基本方針】
発達心理精神科学教育研究センター、法政国際教育協力研究センター、 (1) 名古屋大学は、構成員の自律性と自発性に基づく探究を常に支援し、学問研
生物機能開発利用研究センター、シンクロトロン光研究センター、 究の自由を保障する。
基礎理論研究センター、現象解析研究センター (2) 名古屋大学は、構成員が、研究と教育に関わる理念と目標および運営原則の

○全国共同利用施設： 策定や実現に、それぞれの立場から参画することを求める。
地球水循環研究センター※、情報基盤センター※ (3) 名古屋大学は、構成員の研究活動、教育実践ならびに管理運営に関して、主

○総合保健体育科学センター 体的に点検と評価を進めるとともに、他者からの批判的評価を積極的に求め、
○素粒子宇宙起源研究機構： 開かれた大学を目指す。

（基礎理論研究センター）、（現象解析研究センター）
(3) 大学の機構図

※は、共同利用・共同研究拠点に認定の附置研究所等を示す。
＊は、教育関係共同利用拠点に認定の施設を示す。 次頁に添付
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名古屋大学
○ 項 目 別 の 状 況

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化に関する目標

① 組織運営の改善に関する目標

中 00 ₮₰Ω√” ₀ ⁴῀
期
目
標

ޤ�㧷3ޣ ޤ�㧷3ޣ
ᗧᕁቯのᯏേᕈࠍ㜞るߚに、制ࠍ⛮⛯⊛に⋥すޕ 学内ᆔຬળのᵴേ、運営ᡰេ組織ࠍ点検ߒ、ᗧᕁቯ制の⋥ࠍߒ開ᆎするޕ Υ 㧞

ޤ㧷31ޣ ޤ㧷31ޣ
ᢎຬの৻ቯᢙࠍ特別ᨒߡߒߣ⏕ߒ、全学⊛ࠄ߆ᚢ⇛⊛に 全学⊛運用ቯຬࠍ、ᒝ化߇ᔅ要ߥ部㐷にភ⟎するޕ Υ 㧞

ᵴ用するޕ

ޤ㧷32ޣ ޤ㧷32ޣ
学内組織ࠍ⛮⛯⊛に⋥すޕ 運営ᡰេ組織ࠍߚ事務ಣ理制の⋥ࠍߒⴕޕ߁ Υ 㧞

ޤ㧷33ޣ ޤ㧷33ޣ
࿖内外のᄙ᭽ੱߥ᧚ࠍᵴ用するޕ 外࿖ੱᢎຬ等ฃ入ࠍⓍᭂ⊛にⴕޕ߁

↵ᅚหෳ↹の推進ࠍ࿑ࠅ、ᅚᕈᢎ⡯ຬの㓹用ࠍ進るޕ Υ 㧝
ኾ㐷⊛ߥ⍮⼂・経㛎ࠍする⠪のಣㆄにߡߟ検⸛するޕ

⸘ዊ࠻ࠗࠚ࠙ 㧣
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名古屋大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化に関する目標

② 事務等の効率化・合理化に関する目標

中 01 ” ║ ₀ ⁴῀
期
目
標
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名古屋大学

(1) 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項
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名古屋大学
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名古屋大学
Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善に関する目標
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名古屋大学
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名古屋大学
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名古屋大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(3) 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標

② 情報公開や情報発信等の推進に関する目標
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名古屋大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(4) その他業務運営に関する重要目標
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名古屋大学
Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(4) その他業務運営に関する重要目標

② 安全管理に関する目標
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名古屋大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(4) その他業務運営に関する重要目標

③ 法令遵守に関する目標
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期
目
標
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名古屋大学

(4) その他業務運営に関する特記事項
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名古屋大学
Ⅱ 予算（人件費見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画

※ 財務諸表及び決算報告書を参照

Ⅲ 短期借入金の限度額

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

１ 短期借入金の限度額 １ 短期借入金の限度額 該当なし
86億円 86億円

２ 想定される理由 ２ 想定される理由
運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等 運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等

により緊急に必要となる対策費として借り入れる により緊急に必要となる対策費として借り入れる
ことが想定されるため。 ことが想定されるため。

Ⅳ 重要財産を譲渡し、又は担保に供する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

１ 重要な財産を譲渡する計画 １ 重要な財産を譲渡する計画 １ 重要な財産を譲渡する計画
・ 木曽福島山の家の土地及び建物の全部 なし なし

（長野県木曽郡木曽町福島55-2）を譲渡す
る。

・ 生命農学研究科附属フィールド科学教育
研究センターの土地の一部（愛知県北設楽
郡設楽町東納庫字向山6-1 169.91㎡）を譲
渡する。

２ 重要な財産を担保に供する計画 ２ 重要な財産を担保に供する計画 ２ 重要な財産を担保に供する計画

Ⅴ 剰余金の使途
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

（単位 百万円） （単位 百万円） （単位 百万円）

施設・設備の内容 予 定 額 財 源 施設・設備の内容 予 定 額 財 源 施設・設備の内容 決 定 額 財 源

・総合研究棟 総額 施設整備費補助金 ・総合研究棟新営 総額 施設整備費補助金 ・総合研究棟新営 総額 施設整備費補助金

（理・農学系） 4,802 （3,446） (理・農学系) 7,328 （ 6,571）
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

１．教員の一定数を特別枠として確保し、全学的見 ・ 全学的運用定員を、強化が必要な部門に措置する。「(1)業務運営の改善及び効率化に関する特記事項」
地から戦略的に活用する。 ・ 外国人教員等受入を積極的に行う。 p.７参照

２．国内外の多様な人材を活用する。 ・ 男女共同参画の推進を図り、女性教職員の雇用を
３．職務能力開発・向上に取り組む。 進める。

（参考）中期目標期間中総額214,939 百万円を支 ・ 専門的な知識・経験を有する者の処遇について検
出する。（退職手当は除く。） 討する。

・ 体系化した研修の充実を図る。
・ 外国語によるコミュニケーション能力を備えた事

務系職員を育成するため、従来の語学研修に加え、
より実践的な実地研修及び国際業務トレーニング
の機会を提供する。

・ 図書館職員の専門的能力開発のためのプログラム
を作成し、次世代図書館職員の計画的育成に着手
する。
（参考１）平成22年度の常勤職員数 3,810人

また、任期付職員数の見込みを 738人
とする。

（参考２）平成22年度の人件費総額見込 37,444
百万円（退職手当を除く。）
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○ 別表（学部の学科、研究科の専攻等の定員未充足の状況について）

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率 結晶材料工学専攻 80 82 102.5
ｴﾈﾙｷﾞｰ理工学専攻 72 56 77.8

(a) (b) (b)/(a)×100 量子工学専攻 70 67 95.7
(人) (人) (％) ﾏｲｸﾛ･ﾅﾉｼｽﾃﾑ工学専攻 60 68 113.3

文学部 人文学科 520 598 115.0 物質制御工学専攻 70 72 102.9
教育学部 人間発達科学科 280 327 116.8 計算理工学専攻 60 60 100.0
法学部 法律・政治学科 620 689 111.1 生命農学 生物圏資源学専攻 66 72 109.1
経済学部 経済学科 840 922 109.8

研究科 生物機構・機能科学専攻 72 82 113.9
経営学科 応用分子生命科学専攻 75 107 142.7

情報文化学部 自然情報学科 320 348 108.8
生命技術科学専攻 53 69 130.2

社会ｼｽﾃﾑ情報学科 国際開発 国際開発専攻 44 58 131.8
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学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率 ○ 計画の実施状況等

機械理工学専攻 48 45 93.8 ◆ 収容定員と収容数に差がある主な理由
航空宇宙工学専攻 18 7 38.9
社会基盤工学専攻 30 38 126.7 (1) 学士課程
結晶材料工学専攻 24 18 75.0 収容定員充足率は111％であり、若干の過員状態ではあるが、適切な指導が可
ｴﾈﾙｷﾞｰ理工学専攻 27 12 44.4 能な範囲内であると判断する。
量子工学専攻 21 15 71.4
ﾏｲｸﾛ･ﾅﾉｼｽﾃﾑ工学専攻 18 18 100.0
物質制御工学専攻 21 23 109.5 (2) 博士前期課程
計算理工学専攻 18 13 72.2 収容定員充足率は121％と過員の状態になっているが、適切な指導が可能な範

生命農学 生物圏資源学専攻 39 32 82.1 囲内であると判断する。一方、一部に充足率が低い専攻を持つ研究科が見られ
研究科 生物機構・機能科学専攻 42 31 73.8 るが、これは、博士前期（修士）課程修了生よりもむしろ学部卒業生を社会が

応用分子生命科学専攻 45 28 62.2 より必要とする分野があることなどによる。
生命技術科学専攻 33 20 60.6

国際開発 国際開発専攻 33 36 109.1 (3) 博士後期課程
研究科 国際協力専攻 33 41 124.2 収容定員充足率は98％であり、大学全体としては適正な水準である。社会の

国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ専攻 30 55 183.3 要請、学問領域に応じた就職状況の違いなどにより、研究科・専攻ごとの充足
人間情報学 社会情報学専攻 － 1 － 率には大きなばらつきがある。特に工学・農学等理系の研究科・専攻において

研究科 は、多くの企業が博士前期課程修了者の採用に重点をおいている等の雇用情勢
多元数理科学 多元数理科学専攻 90 39 43.3 も手伝って、博士前期課程修了時での就職希望が高く、充足率が低くなってい

研究科 る。
国際言語文化 日本言語文化専攻 30 61 203.3

研究科 国際多元文化専攻 42 42 100.0 (4) 専門職学位課程
環境学研究科 地球環境科学専攻 75 68 90.7 法科大学院（法学研究科実務法曹養成専攻）の収容定員充足率は96％であり、

都市環境学専攻 63 52 82.5 適正な水準である。
社会環境学専攻 54 74 137.0

情報科学 計算機数理科学専攻 19 3 15.8
研究科 情報ｼｽﾃﾑ学専攻 24 11 45.8

ﾒﾃﾞｨｱ科学専攻 24 28 116.7
複雑系科学専攻 30 21 70.0
社会ｼｽﾃﾑ情報学専攻 21 39 185.7

博士後期課程 計 2,376 2,337 98.4

法学研究科 実務法曹養成専攻 230 220 95.7

専門職学位課程 計 230 220 95.7




